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1――調査の背景と目的

都市鉄道は，定時制・速達性を確保しつつ高頻度で大

量輸送できる交通手段として，都市生活の利便性向上と地

域の経済発展に寄与してきた．最近では，エネルギー効率

の高さから環境に優しい乗り物として，また，バリアフリー

対応が進みつつあることから幅広い年齢層にわたる市民

の生活の足として，従来にも増してその役割が見直されて

いる．

一方，都市鉄道の整備には多額の資金と，長期間の建設

期間及び資金の回収期間を要するため，社会資本として公

的支援を受けて事業運営を行っているケースが多い．この

ため，最近の公共事業に対する評価手法の検討，厳しい地

方財政と市民への開示要請といった動きに応ずる形で，都

市鉄道事業の影響をとらえ直す必要も生じている．

本調査は，以上のような都市鉄道の持つ多面性を，事後

分析アプローチにより多様な切り口から定量的・定性的に

把握し，「都市鉄道の整備効果に関するデータベース」を構

築することを目的に，運輸施設整備事業団（現：鉄道建設・

運輸施設整備支援機構）から受託したものである．

2――調査対象地域と対象路線

本調査では，札幌，仙台，広島，福岡（北九州都市圏の事

例を含む，）の各都市圏における都市鉄道事業（地下鉄，JR，

都市モノレール及び新交通）を対象として事後分析を行った．

対象路線は表―1のとおりである．

3――調査手法

3.1  都市鉄道の効果の帰着先とその内容

都市鉄道整備による効果は，建設投資に起因した事業効

果を除けば，都市鉄道利用者等，供給者（都市鉄道サービ

ス事業者，アクセス事業者），地域（住民，企業，地域社

会）に帰着する効果が考えられる．その効果の内容と項目を

表―2のように整理できる．

3.2  都市鉄道の整備効果の波及構造

都市鉄道の効果波及フローを図―1に示す．なお，これ

らの効果は複雑に波及し合うものであるが，図―1では単

純化して表現している．

3.3  都市鉄道整備に伴う自治体負担額の検討

本調査では，都市鉄道整備の効果に加え，その整備・

「都市鉄道の整備効果に関する調査」の調査結果

調査

■表―1 本調査の分析対象路線

■表―2 都市鉄道の主体別効果
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運営に伴う建設費及び市の負担額について整理・検討を

行った．

3.4  都市鉄道の事業遅延の実態把握とその影響分析

公共事業の実施にあたって，事業の遅れは人件費や利

息を増加させて事業費の増大をもたらすだけでなく，社会

的便益の発現の遅れによる損失も生じる恐れがある．そこ

で，事業における時間の管理を厳格に行うべきだと考える

のが「時間管理概念」である．

本調査では，仙台市営地下鉄，福岡市営地下鉄におけ

る事業遅延の実態とその要因の把握を行い，併せて事業

費増の実態とその要因の把握を行った．さらに，具体の路

線（福岡市営地下鉄）をケースステディとして，事業遅延に

よる社会的便益等への影響を，社会全体への経済的影響，

鉄道事業者への財務的影響の2つの側面から分析すること

とした．

4――調査結果

本調査は，都市鉄道に関する整備効果等を様々な観点

から定量的・定性的な分析を行い，都市鉄道の整備効果

のデータベース化を行ったものである．このため，すべて

の結果を網羅的には報告出来ないため，主要な検討結果

を例示的に示すこととする．

4.1  都市鉄道の整備効果

（1）費用便益分析

都市鉄道整備によって，所要時間短縮が図られ，金銭的

負担等が軽減される．利用者便益，供給者便益，環境改

善等便益の合計は，何れも建設費を上回っている．

■図―1 都市鉄道の効果波及フロー

■図―2 整備延長1km当たり利用者便益（50年間）

■図―3 整備延長1㎞当たり建設費（実績）
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なお，同一都市圏で複数路線が整備された場合は，利

用者便益は札幌市南北線，福岡市1号線のように，並行道

路の渋滞が激しい路線ほど利用者便益は大きくなる．

（2）高齢者等の利便性向上

都市鉄道を含む公共交通機関は，マイカー利用に制約の

ある人にとっては特に生活の足として大きな期待が寄せら

れている．

例えば，札幌都市圏の地下鉄沿線地域と非沿線地域で

の65歳以上の私事における交通機関分担率を比較すると，

沿線地域での乗用車利用率が17～29％であり，非沿線地

域の26～39％と比べて低くなっている．

（3）道路混雑緩和

都市鉄道の整備やそのサービス改善により，住宅，業務

の鉄道沿線への集中等もあり，自動車利用から都市鉄道利

用への転換がなされ，自動車交通量の削減が図られる．

仙台都市圏，福岡都市圏それぞれの事例によると，両都

市圏とも自動車依存度の低下が見られ，特に仙台都市圏で

はこの傾向が顕著に表れている．

（4）生活関連施設の充実と行動の活発化

都市鉄道の整備による夜間人口増に合わせて，沿線地

域への商業施設等の立地が進み，地域住民の生活利便性

が向上する．

例えば，札幌都市圏で都心から同距離帯にある福住（地

下鉄沿線），新琴似（非沿線）の大規模店舗の出店状況には

大きな違いが見られる．

さらに，生活利便性の向上等により1日当たり私事目的ト

リップ回数も，地下鉄沿線で非沿線地域より相対的に高く，

生活行動が活発化していると考えられる．

4.2  都市鉄道整備に伴う自治体負担額の検討

地下鉄等を対象に，その整備，運営に伴う建設費，市

負担額について，多角的に整理した．

さらに，都市鉄道の整備においては，公的助成制度の

制度内容が事業の財務状況に大きく係わっていることか

南郷 
13丁目 

白石 福住 新琴似 伏古 

駅名（地区名） 

私事（65歳～） 

鉄道沿線 非沿線 

徒歩 

二輪 

乗用車 

バス 

鉄道 

■図―4 札幌市鉄道沿線，非沿線地区別交通機関分担率（私事目
的65歳以上）

■図―5.1 泉中央（仙台都市圏）から都心への自動車・バス分担率

■図―5.2 前原（福岡都市圏）から都心への自動車・バス分担率

■図―6.1 大規模小売店舗数（地下鉄沿線：福住地区）

■図―6.2 大規模小売店舗数（地下鉄非沿線：新琴似地区）
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■図―7 ニュータウンにおける外出回数（1人1日当たりトリップ数）
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ら，「想定の補助制度」と「実態の補助制度」に対して同

一の企業債償還モデルを用いて分析を行うなど，補助制

度と高速鉄道事業会計の健全性の可能性について検討

した．

4.3  都市鉄道の事業遅延の実態把握とその影響分析

円滑な都市鉄道整備方策の検討に役立てるという観点か

ら，仙台市営地下鉄，福岡市営地下鉄における事業遅延

の実態とその要因の把握を行い，併せて事業費増の実態

とその要因の把握を行った．さらに，社会的便益等の変化

の発生構造に関する近年の知見を踏まえ，具体の路線（福

岡市営地下鉄）をケーススタディとして，事業遅延による社

会的便益等への影響を，社会全体への経済的影響，鉄道

事業者への財務的影響の2つの側面から分析した．

5――まとめ

本調査では，札幌，仙台，広島，福岡の各都市（北九州都

市圏の一部を含む）における都市鉄道事業（地下鉄，JR，都

市モノレール及び新交通）を対象として事後分析を行った．

その結果，以下の項目についての各種の知見やデータが

得られた．これらは国内及び海外の各都市における今後の

鉄道計画立案にあたって考慮すべき点であり，また定量化

された費用便益や財政への影響等の数値については，検

討の際のオーダーチェックに資するものと考えられる．

（1）費用便益分析，便益帰着構成表による効果分析

（2）定性的な効果を含めた効果分析

（3）既存ストックを活用した鉄道整備の効果分析

（4）鉄道整備と都市開発の一体的整備の効果分析

（5）都市鉄道整備への自治体の実質負担額の分析

（6）都市鉄道整備への自治体負担の軽減措置の効果分析

（7）都市鉄道の事業遅延の影響分析

なお，本調査の報告書は，下記の鉄道・運輸機構ホーム

ページの調査研究の欄に全文掲載されている．

（http：//www.jrtt.go.jp/business/train_support.htm）

（要約：調査室次長　石井幸生）
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